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産学協働による教育の背景

• 社会の変化
� Global化の進展
� Inovationの必要性

• 大学教育への要請の変化
� 基礎力から実践力へ

� 全人教育から専門技術者教育へ

� 将来の人財から目先の人材

• 大学変革の速度
� 企業支援



IT分野の先導的人材養成のために

• 工学の背景となる科学を教育
� 基礎理論・背景技術・適用制約など

• システム工学・ソフトウェア工学の特殊性
� 他の工学との類似性と相違

ベースとなる知識・技術の教授に加え

｢技術を実用できる力｣ ＝ 技術実践力

｢新たな問題に対応できる力｣ ＝ 技術展開力

の涵養が鍵







我々の目指す人材像スケジュール

米国 本プロジェクト 日本

スキル

ファクト(技術)

メタ技術

産業界からの
実プロジェクト

修論研究
（全人教育）

OJL

スキルに賞味期限
リカレント教育が必要

メタ技術に基づく
継続的な改善

スキルは現場で体得
技術幹部候補

一部の
優れたSE

ファクト(技術)
ファクト(技術)

技術実践力 技術展開力 体系化された知識のみ

演習・実習

座学

PBL

スキル

技術実践力

修了・就職

入学

就学期間



OJT/PBLとの比較

教育目標を設定し、教員と共に実施

専門的スキルの伝授と
変化への対応力の育成

中～１.５年現実規模のプ
ロジェクト

業務担当者と教
育担当者が協力

社員，学生OJL

専門的スキルの伝授中～６ヶ月
教育用プロジェ
クト

教育担当者社員PBL

ジョブマッチング小～１ヶ月現実の業務業務担当者学生
インターン
シップ

社内業務への適応小～２ヶ月現実の業務業務担当者社員OJT

目的規模期間題材指導者受講者

-構造化されていない問題を対象
-実際規模のソフトウェアを対象
-開発工程とともに最終製品の品質を重視
-手戻りの経験
-複数チーム間の技術交換

・教育目標の設定

・シラバスの設定

・教育責任の担保



終わりに

• 研究大学か教育大学か
� 優れた研究成果を基に教育
→ 大学教育の意義

� 高度技術者育成と研究者育成

• 教育プロジェクト
� 競争的プロジェクトと普遍化
� 時限（（4～5年）の妥当性

• 産学協働
� 学ぶ=真似る → 活躍場所での先生

� 教員資格と企業文化の普遍性
� FD
� 教育責任の所在


